
西日本工業大学学則（案） 

 

   第１章 目的 

  （目的） 

第１条 西日本工業大学（以下「本学」という。）は、工業に関する専門の学術と一般の学芸とを教授研

究し、かつ、人格の育成と陶冶を図り、もって文化の向上に寄与することを目的とする。 

  （自己点検・評価） 

第１条の２  前条の目的及び社会的使命を達成し、本学の教育研究水準の向上に資するため、文部科学

大臣の定めるところにより、教育及び研究、組織及び運営並びに施設及び設備の状況について自ら点

検及び評価を行い、その結果を公表するものとする。 

２ 前項に加え、本学の教育研究等の総合的な状況について、政令で定める期間ごとに、文部科学大臣

の認証を受けた評価機関による評価を受けるものとする。 

   第２章 組織 

  （学部、学科及び入学定員） 

第２条 本学に次の学部及び学科を置く。 

 工学部 

  総合システム工学科 

 デザイン学部 

  建築学科 

  情報デザイン学科 

２ 前項の学科の入学定員、３年次編入学定員及び収容定員は、次のとおりとする。 

学 部 学   科 入学定員 ３年次編入学定員 収容定員 

工学部 総合システム工学科 ２４０名 ６名 ９７２名 

ザイ 

ン学部 

建 築 学 科   ７５名 ２名 ３０４名 

情報デザイン学科   ７５名 ５名 ３１０名 

 

  （学部、学科の教育研究上の目的） 

第２条の２ 学部及び学科における教育研究上の目的は、次のとおりとする。 

 (1) 工学部 

   本学の建学の理念に基づき、工学に関する理論及び技術を教授研究し、科学技術の発展や持続可

能な社会形成に寄与し、幅広い教養と専門性を修得した人材を養成することを目的とする。 

   総合システム工学科 

    本学の建学の理念、学部の目的に基づき、総合システム工学（機械、デジタルエンジニアリン

グ，電気電子、情報システム、環境建設）に関する理論及び技術を教授研究し、持続可能な社会

形成に寄与し、高度な専門性を修得した人材を養成することを目的とする。 

 (2) デザイン学部 

   本学の建学の理念に基づき、デザインに関する理論及び技術を教授研究し、科学技術の発展や健

康で明るい社会形成に寄与し、幅広い教養と専門性を修得した人材を養成することを目的とする。 

   建築学科 

    本学の建学の理念、学部の目的に基づき、建築に関する理論及び技術を教授研究し、良好な社

会環境･人間環境の形成に寄与し、幅広い教養と専門性を修得した人材を養成することを目的とす

る。 

   情報デザイン学科 

    本学の建学の理念、学部の目的に基づき、情報デザインに関する理論及び技術を教授研究し、

良好な社会環境･人間環境の創造に寄与し、幅広い教養と専門性を修得した人材を養成することを

目的とする。 
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   （学部、学科の人材養成に関する目的） 

第２条の３ 学部及び学科における人材養成に関する目的は、次のとおりとする。 

 (1) 工学部 

   工学に関する理論的及び技術的知識と情報技術能力、実務的技術能力を修得した、幅広い教養を

備えた人間性豊かな専門性に富む人材を養成する。 

   総合システム工学科 

    総合システム工学（機械、デジタルエンジニアリング，電気電子、情報システム、環境建設）

に関する理論的及び技術的知識と情報技術能力、実務的技術能力を修得し、幅広い視野を持つ総

合性を備えた人間性豊かな高度専門職業人を養成する。 

 (2) デザイン学部 

   豊かな人間性と幅広い教養を備え、デザインに関する理論及び技術的知識と情報技術能力、実務

的技術能力を修得した専門性に富む人材を養成する。 

   建築学科 

    建築に関する理論的及び技術的知識と情報技術能力、実務的技術能力を修得し、幅広い教養を

備えた人間性豊かな専門性に富む人材を養成する。 

   情報デザイン学科   

    豊かな人間性と幅広い教養を備え、情報デザインに関する理論的及び技術的知識と情報技術能

力、実務的技術能力を修得した専門性に富む人材を養成する。 

  （大学院） 

第２条の４ 本学に大学院を置く。 

２ 大学院に関し、必要な事項は別に定める。 

   第３章 附属・附設機関 

  （附属図書館） 

第３条 本学に附属図書館を置く。 

２ 附属図書館に関し、必要な事項は別に定める。 

  （附属教育研究施設） 

第４条 本学に附属教育研究施設として、情報科学センター、研究センター、総合実験実習センター、

教職教養センター及び国際教育センターを置く。 

２ 情報科学センターに関し、必要な事項は別に定める。 

３ 研究センターに関し、必要な事項は別に定める。 

４  総合実験実習センターに関し、必要な事項は別に定める。 

５ 教職教養センターに関し、必要な事項は別に定める。 
６ 国際教育センターに関し、必要な事項は別に定める。 
  （総合体育館） 

第５条 本学に総合体育館を置く。 

２ 総合体育館に関し、必要な事項は別に定める。 

   第４章 職員組織 

  （職員組織） 

第６条 本学に次の職員を置く。 

 (1) 学  長 

 (2) 教  授 

 (3) 准 教 授 

 (4) 講  師 

 (5) 助  教 

 (6) 助  手 

 (7) 事務職員 

 (8) 技術職員 

 (9) その他必要な職員 
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２ 必要に応じ副学長を置くことができる。 

  （事務組織） 

第７条 事務組織に関し、必要な事項は別に定める。 

   第５章 教授会 

  （教授会） 

第８条 本学に教授会を置く。 

 ２ 教授会は、専任の教授・准教授をもって構成する。ただし、必要に応じて講師を加えることがで

きる。 

 ３ 教授会の運営については、別に定める教授会規則による。 

  （教授会の審議事項） 

第８条の２ 教授会の審議事項は、次のとおりとする。 

 (1) 学則その他重要な規則の制定・改廃に関する事項 

(2) 教育、研究に関する施設及び管理に関する重要な施設等の設置並びに改廃に関する事項 

 (3) 学部、学科、講座、学科目、研究及び研究施設等の設置並びに改廃に関する事項 

 (4) 学生の定員に関する事項 

 (5) 教員の採用及び昇任並びに非常勤講師の採用に関する事項 

 (6) 名誉教授の選考に関する事項 

 (7) 国際研究集会参加願に関する事項 

 (8) 外国人奨学研究生の選考に関する事項 

 (9) 学生の入学及び卒業の認定に関する事項 

 (10) 研究生及び科目等履修生等の入学並びに修了に関する事項 

 (11) 学生の修得単位の認定に関する事項 

 (12) 学生の休学、退学、復学及び除籍に関する事項 

 (13) 教育課程及びその履修に関する事項 

 (14) 学生の賞罰に関する事項 

 (15) 学生の福利厚生に関する事項 

 (16) 学生の団体、学生活動及び学生生活に関する事項 

 (17) 前各号のほか、本学の運営に関する重要な事項及び学長の諮問した事項 

   第６章 学年、学期及び休業日 

  （学年） 

第９条 学年は、４月１日に始まり翌年３月31日に終る。 

  （学期） 

第10条 学年を次の２学期に分ける。 

 前学期  ４月１日から９月30日まで 

 後学期  10月１日から翌年３月31日まで 

２ 必要がある場合には、学長は、前項に定める学期の開始日及び終了日を変更することができる。 
３ １年間の授業を行う期間は、定期試験等の期間を含め、35週にわたることを原則とする。 

  （休業日） 

第11条 休業日は、次のとおりとする。 

 (1) 日曜日 

 (2) 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日 

 (3) 開学記念日（５月29日） 

 (4) 春期休業日 

 (5) 夏期休業日 

 (6) 冬期休業日 

２ 前項第４号から第６号の休業日については、学長が別に定める。 

３ 必要がある場合は、学長は、本条第１項の休業日を臨時に変更することができる。 
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４ 本条第１項に定めるもののほか、学長は、臨時の休業日を定めることができる。 

   第７章 修業年限及び在学年限 

  （修業年限） 

第12条 本学の修業年限は、４年とする。 

  （在学年限） 

第13条 学生は、８年を超えて在学することができない。ただし、第20条第１項、第21条第１項及び

第22条第１項の規定により入学した学生は、第20条第３項、第21条第２項及び第22条第２項によ

り定められた在学すべき年数の２倍に相当する年数を超えて在学することができない。 

   第８章 入学、転科、休学、復学、退学及び除籍 

  （入学の時期） 

第14条 入学の時期は、学年の始めとする。ただし、教育上支障がないと認めるときは、学期の始めと

することができる。 

  （入学資格） 

第15条 本学に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

 (1) 高等学校を卒業した者 

(2) 通常の課程による12年の学校教育を修了した者 

(3) 外国において、学校教育における12年の課程を修了した者、又はこれに準ずる者で文部科学大臣

の指定した者 

 (4) 文部科学大臣の指定した者 

 (5) 高等学校卒業程度認定試験規則（平成17年文部科学省令第１号）により文部科学大臣の行う高等

学校卒業程度認定試験に合格した者（同規則附則第２条の規定による廃止前の大学入学資格検定規

程（昭和26年文部省令第13号）による大学入学資格検定に合格した者を含む。） 

 (6) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして、認定した在外教育施設の当該

課程を修了した者 

 (7) 大学において、個別の入学審査により、高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると認めら

れた者で、18歳に達したもの 

  （入学の出願） 

第16条 本学に入学を志願する者は、入学志願書・調査書に、所定の入学検定料と写真を添えて、指定

の期日までに願い出なければならない。 

２ 入学検定料は、別表２のとおりとする。ただし、特別に認められた場合は、その一部を免除するこ

とがある。 

３ 納付済の入学検定料は、理由の如何にかかわらず返還しない。 

  （入学者の選考） 

第17条 前条の入学志願者については、別に定めるところにより選考を行う。 

  （入学手続及び入学許可者の手続） 

第18条 前条の選考の結果に基づき合格の通知を受け、入学をしようとする者は、所定の期日までに、

入学金その他の納付金を添えて保証人連署の誓約書（本学所定の様式）を提出しなければならない。 

２ 学長は、前項の入学手続きを完了した者に入学を許可する。 

３ 入学を許可された者は、本学在学中、修学及び課外活動についてこの学則によるほか、別に定める

履修に関する規程及び学生規程に従わなければならない。 

４ 入学許可者の保証人は、父母又は近親者で独立の生計を営む成年者でなければならない。 

５ 保証人が死亡するか、又はこれを変更する必要が生じたときは、新保証人として連署して新誓約書

を提出しなければならない。 

６ 保証人は、その学生の在学中にかかわる事柄について責任を負うものとする。 

  （社会人・外国人留学生） 

第19条 社会人及び外国の国籍を有する者で、本学に入学を志願する者があるときは、特別の選考のう

え、入学を許可することがある。 
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２ 外国人留学生の入学については、別にこれを定める。 

３ 帰国子女の入学等については、本条の前２項の規定を準用する。 

４ 社会人入学生の入学については、別にこれを定める。 

  （転入学） 

第20条 他大学工学部又はこれに準ずる学部の学生で、本学相当学科の２年次以上に転入学を希望する

者があるときは、欠員のある場合に限り、選考のうえ、入学を許可することがある。 

２ 転入学を志願する者は、現に在学する大学の学長の承認書を提出しなければならない。 

３ 転入学の時期は学年の始めとし、入学を許可された者の既に履修した授業科目及び単位数の取扱い

並びに在学年数については、教授会の議を経て学長が決定する。ただし、教育上支障がないと認める

ときは、学期の始めとすることができる。 

４ 本学学生が他の大学に転入学を希望する場合は、その理由を付して保証人連署のうえ、学長に願い

出てその許可を得なければならない。 

  （編入学） 

第21条 次の各号の一に該当する者で、本学に編入学を志願する者があるときは、選考のうえ、相当年

次に入学を許可する。ただし、２年次及び４年次の編入学については欠員のある場合に限る。                       

 (1) 大学を卒業した者、または１年以上在学した者 

 (2) 短期大学を卒業した者、または１年以上在学した者 

 (3) 高等専門学校を卒業した者 

  (4) 専修学校の専門課程を修了した者のうち学校教育法第82条の10の規定により大学に編入学する

ことができる者 

 (5) その他前各号と同等以上の学力があると認めた者 

２ 編入学の選考等については、第16条、第17条、第18条、第19条ないし第20条第３項の規定を準

用する。 

  （再入学） 

第22条 病気その他やむを得ない事由により、本学を退学した者で同一学科に再入学を志願する者があ

るときは、欠員のある場合に限り、審査のうえ、入学を許可することがある。 

２ 再入学の時期等については、第20条第３項の規定を準用する。 

  （転科） 

第22条の２ 本学学生で転科を希望する者があるときは、欠員のある場合に限り、選考のうえ、転科を

許可することがある。 

２ その他転科に関する必要な事項は、別にこれを定める。 

  （休学） 

第23条 病気その他やむを得ない事由により、３ヵ月以上修学することができないときは、学長の許可

を得て休学することができる。 

２ 休学を希望する者は、その事由を詳記（病気の場合は医師の診断書を添付する。）し、保証人連署の

うえ、学長に願い出てその許可を受けなければならない。 

３ 病気のため修学することが適当でないと認められる者については、学長は休学を命ずることができ

る。 

４ 休学中の授業料その他諸納入金は徴収しない。 

  （休学期間） 

第24条 休学期間は、引き続き１年、通算２年を超えることができない。ただし、特別の場合は、通算

３年まで認めることがある。 

２ 休学期間は、第13条に規定する在学年限に算入しない。 

  （復学） 

第25条 休学期間中にその理由が消滅した場合は、学長の許可を得て復学することができる。 

  （退学） 

第26条 病気その他やむを得ない理由により、退学しようとするときは、その理由を詳記（病気の場合
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は医師の診断書を添付する。）し、保証人連署のうえ、学長に願い出てその許可を受けなければならな

い。 

  （除籍） 

第27条 次の各号の一に該当する者は、教授会の議を経て学長が除籍する。 

 (1) 授業料その他納付金の滞納が長期にわたる者 

 (2) 第13条に定める在学年限を超えた者 

 (3) 第24条に定める休学期間を超えてなお修学できない者 

 (4) 長期間にわたり所在不明の者 

   第９章 教育課程及び履修方法 

  （教育課程） 

第28条 本学の教育課程は、別表１に掲げる「教育課程表」のとおりとする。 

  （授業科目の編成及び履修方法等） 

第29条 教育課程における授業科目は、総合共通科目、基礎科目、基礎専門科目，専門教育科目及び教

職科目とに区分し、各授業科目は、これを必修科目、選択必修科目及び選択科目に分けて体系的に各

年次・学期に配列して編成するものとする。 

２ 各授業科目の授業は、原則として15週にわたる期間を単位として行うものとする。ただし、教育上

特別の必要があると認められる場合は、この期間より短い特定の期間において授業を行うことができ

る。 

３ 履修方法等その他必要な事項については、履修に関する規程として別にこれを定める。 

  （単位の算出基準） 

第 30 条 各授業科目の単位算出基準は、45 時間の学修を必要とする内容の構成をもって１単位とする

ことを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果及び授業時間外に必要な学修等を考慮

して、次の基準によるものとする。 

 (1) 講義及び演習については、15時間の授業をもって１単位とする。 

  (2) 講義演習、ゼミナール及びセミナーについては、30時間の授業をもって１単位とする。 

 (3) 実験、実習、製図及び実技については、30時間の授業をもって１単位とする。 

 (4) 前各号の規定にかかわらず、卒業研究及び学外実習に係る授業科目については、学修の成果を評

価して単位数を定めるものとする。 

  （単位の認定） 

第31条 単位の認定は、科目担当教員が試験、論文又は平常の履修状況によってこれを行う。 

２ 授業科目の成績判定は、原則として試験によって行う。ただし、演習、実験、実習、実技、製図及

び卒業研究などの授業科目については、平常の成績あるいは学修の成果を評価して行うことができる。 

３ 成績の評価は、優・良・可・不可の４種の標語をもって表し、優・良・可を合格とし、不可を不合

格とする。 

第32条 本学は、教育上有益と認めるときは、学生が他の大学又は短期大学の授業科目を履修すること

を認めることができる。 

２ 本学は、学生が前項の規定により履修した授業科目について、修得した単位が60単位を超えない範

囲で本学において修得したものとみなすことができる。 

３ 前２項の規定は、学生が外国の大学又は短期大学において修得した単位についても適用する。 

第32条の２ 大学又は短期大学を卒業又は中途退学し、新たに本学の第１年次に入学した学生の既修得

単位について教育上有益と認めるときは、30単位を超えない範囲で、当該単位を本学において履修修

得したものとして認定することができる。ただし、この認定に関して修業年限の短縮は行わない。 

第32条の３ 本学は、教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科にお

ける学修、その他文部科学省が定める学修を本学における授業科目の履修とみなし、当該単位を本学

において履修修得したものとして認定することができる。 

２ 前項の規定による単位の認定は、第32条第２項及び前条により、本学において修得したものとみな

す単位数と合わせて30単位を超えない範囲で行うものとする。 
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第32条の４ 第32条第３項、第32条の２及び前条の規定により、本学において修得したものとみなす

単位の認定については、教授会の議を経て学長がこれを決定する。 

第32条の５ 大学認証資格として、本学に西日本工業大学環境ＥＳＤコーディネーター養成課程を置き、

別に定める資格取得のための授業科目を受講し、所定の単位を修得した者に対して課程修了証明書及

び環境ＥＳＤコーディネーター認定証を交付する。 

第33条 単位の認定は、別に定める履修に関する規程に従って履修した科目でなければこれを受けるこ

とができない。 

第34条 単位の認定は、学費を完納した者でなければこれを受けることができない。 

  （教員の免許状授与の所要資格の取得） 

第35条 教員の免許状授与の所要資格を取得しようとする者は、教育職員免許法（昭和24年法律第147

号）及び教育職員免許法施行規則（昭和29年文部省令第26号）に定める所定の単位を修得しなけれ

ばならない 

２ 本学の学科において当該所要資格を取得できる教員の免許状の種類は、次の表に掲げるとおりとす

る。 

  

学部 学  科 教員の免許状の種類（免許教科）

工
学
部 

総合システム工学科 

高等学校１種免許状 

中 学 校１種免許状 

高等学校１種免許状 

高等学校１種免許状 

工業 

数学 

数学 

情報 

デ
ザ
イ
ン
学
部

建築学科 高等学校１種免許状 工業 

情報デザイン学科 高等学校１種免許状 情報 

３ 前項の教育職員免許状を取得するための教育課程は、別表１に掲げるとおりとし、履修方法等その

他必要な事項については、教職課程規程として別にこれを定める。 

   第10章 卒業及び学位の授与 

  （卒業） 

第36条 本学に４年（第20条第１項、第21条第１項及び第22条第１項の規定により入学した者につ

いては、それぞれ定められた在学すべき年数）以上在学し、第29条第３項で定める履修に関する規程

に基づいて履修し、合計126単位以上修得した者については、教授会の議を経て学長が卒業を認定す

る。 

  （卒業証書及び学位の授与） 

第37条 学長は、卒業を認定した者に対して、卒業証書を授け、学士（工学）の学位を授与する。 

   第11章 賞罰 

  （表彰） 

第38条 優秀な学業成績又は模範となる行為のあった学生は表彰する。 

２ 表彰に関する規程は、別にこれを定める。 

  （懲戒） 

第39条 学生が、本学の諸規則及び諸指示を守らないときは、教授会の議を経て学長が懲戒する。 

２ 前項の懲戒の種類は、訓告、停学及び退学とする。 

３ 前項の退学は、次の各号の一に該当する者に対して行う。 

 (1) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

 (2) 学力劣等で成業の見込みがないと認められる者 

 (3) 正当の理由がなくて出席常でない者 

 (4) 本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に著しく反した者 
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   第12章 厚生施設 

  （学生寮） 

第40条 本学に学生寮を置く。 

２ 学生寮に関する規則は、別に定める。 

   第13章 研究生、科目等履修生及び委託生 

  （研究生） 

第41条 本学において、特定の専門事項について研究することを願い出る者があるときは、本学の教育

研究に支障のない場合に限り、選考の上、研究生として入学を許可することがある。 

  （入学資格者） 

第42条 研究生として入学を志願することのできる者は、大学を卒業した者またはこれと同等以上の学

力を有すると認められる者とする。 

  （入学の出願手続） 

第43条 研究生として入学を志願する者は、所定の入学願書に次の各号に掲げる書類及び選考料を添え、

学年始めの１カ月前までに学長に願い出なければならない。 

 (1) 履歴書 

 (2) 健康診断書 

 (3) 最終出身学校の成績証明書 

 (4) 志願者が就職中の者であるときは勤務先の所属長の承諾書 

 (5) 志願者が外国の国籍を有する者であるときは、日本語能力証明書及び在日身元保証人の身元保証

書 

２ 前項の入学願書には、指導教員についての希望を記載することができる。 

  （入学の時期） 

第44条 研究生の入学の時期は、学年の始めとする。 

  （在学期間） 

第45条 研究生の在学期間は、１年以内とする。ただし、引き続き在学を希望する者に対しては、さら

に在学期間を延長することができる。 

  （講義・実験等への出席） 

第46条 研究生は、指導教員及び授業科目担当教員の承諾を得て、講義、実験及び演習等に出席するこ

とができる。 

  （研究報告書） 

第47条 研究生は、在学期間の終了時に研究事項を記載した報告書を提出しなければならない。 

  （入学金及び研究料） 

第48条 研究生は、別に定める入学金及び研究料を納付しなければならない。ただし、前年度に引き続

き研究生となる者に対しては、入学金を免除する。 

  （科目等履修生） 

第49条 本学において、特定の一又は複数の授業科目の履修を願い出る者があるときは、本学の教育に

支障のない場合に限り、選考のうえ、科目等履修生として入学を許可することがある。 

  （入学の時期） 

第50条 科目等履修生の入学の時期は、学期の始めとする。 

  （入学資格者） 

第51条 科目等履修生として入学することのできる者は、次の各号に掲げる者とする。 

 (1) 高等学校、高等専門学校、短期大学又は大学を卒業した者 

  (2) 高等学校卒業程度以上の学力があると認められる者 

  (3) 単位互換協定に基づき受講する者 

  (4) 前各号に掲げられる者のほか、高大連携に基づく高校生の入学を認めることがある。 

  （入学の出願手続） 

第52条 科目等履修生として入学を志願する者は、所定の入学願書に次の各号に掲げる書類及び選考料
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を添え、学期始めの１ヵ月前までに、学長に願い出なければならない。 

 (1) 履歴書 

 (2) 健康診断書 

 (3) 最終出身学校の成績証明書 

 (4) 志願者が就職中の者であるときは、勤務先の所属長の承諾書 

 (5) 志願者が外国の国籍を有する者であるときは、日本語能力証明書及び在日身元保証人の身元保証

書 

  （入学者の選考及び入学許可） 

第53条 前条の志願者及び第41条における研究生の志願者については、教授会において選考し、合格

者に対しては学長が入学を許可する。 

  （在学期間） 

第54条 科目等履修生の在学期間は、入学の際に履修を許可された科目の授業が終了する学期末までと

する 

  （試験等） 

第55条 科目等履修生は、履修した科目につき試験を受けることができる。 

２ 試験に合格した者については、所定の単位を授与し、願いにより単位取得証明書を交付する。 

  （入学金及び履修料） 

第56条 科目等履修生は、別に定める入学金及び履修料を納付しなければならない。ただし、前学期に

引き続き科目等履修生となる者に対しては、入学金を免除する。 

  （委託生） 

第57条 官公庁その他の団体（以下「委託者」という。）が履修する科目を定めて委託生を願い出た場

合には、選考のうえ、教授会の議を経て委託生として入学を許可することがある。 

  （在学期間） 

第58条 委託生の在学期間は、１年以内とする。ただし、引き続き在学を希望する者に対しては、さら

に在学期間を延長することができる。 

  （授業料諸費用） 

第59条 委託生の授業料諸費用は、委託者から徴収する。ただし、前年度に引き続き委託生となる者の

委託者に対しては、入学金を免除する。 

  （入学時期） 

第60条 委託生の入学時期は、学年の始めとする。 

  （試験等） 

第61条 委託生は、履修した科目につき試験を受けることができる。 

２ 試験に合格した者については、所定の単位を授与し、願いにより単位取得証明書を交付する。 

  （学則の準用） 

第62条 特別の規定がない限り、本学則のうち、第11条、第27条、第39条及び第64条の規定は、研

究生、科目等履修生及び委託生に準用する。 

   第14章 学費 

  （学 費） 

第63条 学生は、授業料その他の学費を納入しなければならない。ただし、特別に認められた場合は、

その一部を免除することがある。 

２ 入学金、授業料及び教育充実費の額は、別表２のとおりとする。 

３ 納入方法その他の取扱いについては、別にこれを定める。 

  （既納の入学金等） 

第64条 納入済の入学金、授業料その他の学費は、返還しない。ただし、特別に認められた場合は、そ

の一部を返還することがある。 

   第15章 公開講座 

  （社会貢献） 

9



第65条 本学は、教育基本法及び学校教育法に定めるところによる社会貢献に資するため、次の各号に

掲げる事項を推進する。 

 (1) 地域社会及び自治体との連携 

 (2) 産業界等との連携 

 (3) 国内外の教育研究機関等との連携及び国際交流 

 (4) 公開講座等地域社会に対する学習機会の提供 

   第16章 特別奨学生 

  （特別奨学生等） 

第66条 人物、学力共に優秀な学生に対しては、選考のうえ、特別奨学生として授業料の減免又は奨学

金を支給する。適用を受ける奨学生は、次のとおりとする。 

 (1) 特別奨学生選抜入学試験を受けて採用された者については、特別奨学生として適用する。 

 (2) 在学中の学業成績によって選考された者は、学業奨励生として適用する。 

２ スポーツ技能が特に優れ、人物及び修学態度が良好で、本学の課外活動の振興に著しく寄与すると

判断される学生に対しては、選考のうえ、スポーツ特別奨学生として、授業料の減免又は奨学金を支

給する。 

３ 人物、学力共に優秀な学生で、経済的理由により就学困難な学生に対しては、奨学生として授業料

の減免又は奨学金を支給する。 

４ 特別奨学生（学業奨励生を含む）、スポーツ特別奨学生及び奨学生制度に関する必要な事項は、別に

これを定める。 
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   附 則 

１ 本学則は、昭和42年４月１日から施行する。 

２ 本学則は、昭和44年４月１日から改正施行する。 

３ 本学則は、昭和45年４月１日から改正施行する。 

４ 本学則は、昭和46年４月１日から改正施行する。 

５ 本学則は、昭和47年４月１日から改正施行する。 

６ 本学則は、昭和48年４月１日から改正施行する。 

７ 本学則は、昭和52年４月１日から改正施行する。 

８ 本学則は、昭和53年４月１日から改正施行する。 

９ 本学則は、昭和55年４月１日から改正施行する。 

10 本学則は、昭和56年４月１日から改正施行する。 

11 本学則は、昭和57年４月１日から改正施行する。 

12 本学則は、昭和58年４月１日から改正施行する。 

13 本学則は、平成２年４月１日から改正施行する。 

14 本学則は、平成３年４月１日から改正施行する。 

15 この学則は、平成３年10月24日に改正施行する。 

16 この学則は、平成３年11月21日に改正施行する。 

17 この学則は、平成４年４月１日から改正施行する。ただし、第２条の規定にかかわらず、機械工学

科・電気工学科・建築学科については、平成４年度から平成11年度までの間の入学定員を次のとおり

とする。 

学 科 入学定員 

機械工学科 １３０名 

電気工学科 １４０名 

建築学科 １１０名 

18 この学則は、平成５年４月１日から改正施行する。ただし、平成４年度以前に入学した学生に対す

る改正後の学則第28条、第29条、第30条及び第36条の規定の適用については、なお従前の例によ

る。 

19 この学則は、平成５年12月１日から改正施行する。 

20 この学則は、平成６年４月１日から改正施行する。 

21 この学則は、平成６年５月27日から改正施行する。 

22 この学則は、平成７年４月１日から改正施行する。 

23 この学則は、平成８年４月１日から改正施行する。 

24 この学則は、平成９年４月１日から改正施行する。 

25  この学則は、平成10年４月１日から改正施行する。ただし、平成10年度以前に入学した学生に対

する改正後の学則第66条の適用については、なお従前の例による。 

26 この学則は、平成11年４月１日から改正施行する。 

27 この学則は、平成12年４月１日から改正施行する。ただし、第２条の規定にかかわらず、機械工学

科、電気工学科及び建築学科については、平成12年度から平成15年度までの間、各年度の入学定員

を次のとおりとする。 

入   学   定   員 

年度 

学科 
平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

機械工学科 １２４名 １１８名 １１２名 １０６名 

電気工学科 １３４名 １２８名 １２２名 １１６名 

建築学科 １０８名 １０６名 １０４名 １０２名 

28 この学則は、平成12年４月１日から改正施行する。ただし、平成11年度以前に入学した学生に対

する改正後の学則第66条の適用については、なお従前の例による。 
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29 この学則は、平成13年４月１日から改正施行する。ただし、平成12年度以前に入学した学生に対

する改正後の学則第28条、第29条、第30条及び第36条の規定の適用については、なお従前の例に

よる。 

30 この学則は、平成14年４月１日から改正施行する。ただし、平成12年度以前に入学した学生に対

する学則第35条第２項の適用は、なお従前の例によるものとする。 

31 この学則は、平成15年４月１日から改正施行する。ただし、第２条の規定にかかわらず、機械工学

科・電気工学科・土木工学科については、平成15年３月31日に当該学科に在学するものが当該学科

に在学しなくなるまでの間存続するものとする。 

32 この学則は、平成16年４月１日から改正施行する。ただし、平成15年度以前に入学した学生に対

する改正後の学則第29条の規定の適用については、なお従前の例による。 

33 この学則は、平成17年４月１日から改正施行する。 

34 この学則は、平成17年12月22日から改正施行する。 

35  この学則は、平成18年４月１日から改正施行する。ただし、平成17年度以前に入学した学生に対

する改正後の学則第28条、第29条及び第35条の規定の適用については、なお従前の例による。 

36  この学則は、平成19年４月１日から改正施行する。 

37  この学則は、平成20年４月１日から改正施行する。 

38  この学則は、平成21年４月１日から改正施行する。ただし、第２条の規定にかかわらず、機械シス

テム工学科・電気電子情報工学科・環境建設学科については、平成21年３月31日に当該学科に在学

するものが当該学科に在学しなくなるまでの間存続するものとする。 

39  この学則は、平成23年４月１日から改正施行する。 

40  この学則は、平成22年12月27日から改正施行する。 

41  この学則は、平成24年４月１日から改正施行する。 

42  この学則は、平成25年４月１日から改正施行する。 

43 この学則は、平成24年４月25日から改正施行する。 

44 この学則は、平成26年4月1日から改正施行する。ただし，第２条の規定にかかわらず，デジタル

エンジニアリング学科については，平成26年３月31日に当該学科に在学するものが当該学科に在学

しなくなるまでの間存続するものとする。 

12



別表１

工学部
(1) 総合共通科目

総合人間科学 2 ◎ 2

総合社会科学 2 ◎ 2

歴史学 2 2

情報メディア論 2 2

日本国憲法 2 2

健康科学 2 2

人間関係論 2 2

体育Ⅰ 1 2

体育Ⅱ 1 2

日本文化と社会 2 (◎) 2 ※留学生対象科目

日本事情とビジネス 2 (◎) 2 ※留学生対象科目

英語Ａ 2 ◎ 2

総合英語Ⅰ 2 ◎ 2 2

総合英語Ⅱ 2 ◎ 2 2

総合英語Ⅲ 2 ◎ 2 2

英会話Ⅰ 2 2

英会話Ⅱ 2 2

中国語Ⅰ 2 2

日本語Ⅰ 2 (◎) 2 ※留学生対象科目

日本語Ⅱ 2 (◎) 2 ※留学生対象科目

日本語演習Ⅰ 1 (◎) 2 ※留学生対象科目

日本語演習Ⅱ 1 (◎) 2 ※留学生対象科目

キャリアガイダンスⅠ 1 ◎ 2

キャリアガイダンスⅡ 1 ◎ 2

キャリアガイダンスⅢ 1 ◎ 2

キャリアガイダンスⅣ 1 ◎ 2

キャリアガイダンスⅤ 1 2

(2) 基礎科目（工学部）

工学基礎実験 1 ◎ 2 2

基礎数理学 4 2

統合理工学Ⅰ 2 ◎ 2 2

統合理工学Ⅱ 2 2

線形数学Ⅰ 2 2

線形数学Ⅱ 2 2

解析学Ⅰ 2 2

解析学Ⅰ演習 2 2

解析学Ⅱ 2 2

統計学Ⅰ 2 2

応用数学Ⅰ 2 2

情報処理基礎 2 2

基礎プログラミング 2 ◎ 2

数値解析 2 2

環境学概論 2 ◎ 2

環境と技術－技術者倫理－ 2 2

資源エネルギー 2 2

環境と情報 2 2

環境と企業 2 2

環境と法 2 2

工業経営概論 1 2

非破壊検査概論 1 2

授業時数

１年 ２年 ３年

区
分

授　業　科　目
単
位
数

種
別

人
間
・
社
会
科
学
群

語
　
学
　
群

区
分

授　業　科　目

基
　
　
礎
　
　
科
　
　
目

総
合
教
育
群

授業時数

１年 ２年 ３年

単
位
数

種
別

教　育　課　程　表

備　考
４年

備　考
４年
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(3) 基礎専門科目（工学部）

工学概説 2 ◎ 2

代数学Ⅰ 2 2

代数学Ⅱ 2 2

幾何学Ⅰ 2 2

幾何学Ⅱ 2 2

幾何学Ⅲ 2 2

幾何学Ⅳ 2 2

統計学Ⅱ 2 2

解析学Ⅲ 2 2

応用数学Ⅱ 2 2

システム工学 2 2

(4) 専門教育科目（総合システム工学科）

ものづくり演習Ⅰ 2 ◎ 4

創造工学　 2 ◎ 4

ものづくり演習Ⅱ 2 ◎ 4

ＣＡＤⅠ 2 ◎ 2

機械工作Ⅰ 2 ◎ 2

電気電子回路 2 2

機械製図　 2 ◎ 4

機構学 2 ◎ 2

機械工作Ⅱ　 2 ◯ 2

材料力学Ⅰ 2 ◎ 2

機械力学Ⅰ 2 ◎ 2

機械工作技能Ⅰ 2 4 4

機械要素Ⅰ 2 ◎ 2

機械材料Ⅰ 2 ◎ 2

材料力学Ⅱ 2 ◯ 2

機械力学Ⅱ 2 ◯ 2

流体力学Ⅰ 2 ◎ 2

工業熱力学Ⅰ 2 ◎ 2

制御工学Ⅰ　 2 ◎ 2

機械工学基礎実験 2 ◎ 4

機械工作技能Ⅱ 2 4 4

機械要素Ⅱ　 2 ◯ 2

ＣＡＤⅡ 2 ◯ 2

機械材料Ⅱ 2 ◯ 2

流体力学Ⅱ 2 ◯ 2

工業熱力学Ⅱ 2 ◯ 2

制御工学Ⅱ 2 ◯ 2

総合演習Ⅰ 1 ◎ 2

機械工学応用実験　 2 ◎ 4

デジタルエンジニアリング 2 2

機械設計製図 2 ◎ 4

流体機械 1 1

エンジン工学　 1 1

熱機械　 1 1

総合演習Ⅱ 1 ◎ 2

総合演習Ⅲ 1 ◎ 2

ＣＡＥ 2 2

デジタルエンジニアリング演習 2 4

ロボット工学 2 2

信頼性工学 2 2

ＣＡＭ 2 4

自動車工学 2 2

自動車生産技術 2 2

専
門
教
育
科
目

（
機
械
工
学
系

）

授業時数
授　業　科　目

単
位
数

種
別

区
分

基
礎
専
門
科
目

３年 ４年
備　考

１年 ２年

区
分

授　業　科　目
単
位
数

種
別

授業時数
備　考

１年 ２年 ３年 ４年
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基礎電気回路Ⅰ 2 ◎ 2 ※情報システム系受講科目

基礎電気回路Ⅱ 2 ◎ 2 ※情報システム系受講科目

実践電気工学Ⅰ 2 2

エネルギー変換 2 2

実践電気工学Ⅱ 2 2

実践電気工学Ⅲ 2 2

実践電気工学演習Ⅰ 2 2

実践電気工学演習Ⅱ 2 2

制御システム工学 2 ◎ 2 ※DE学科開講科目

電気回路Ⅰ 2 ◎ 2

電気回路Ⅱ 2 2

電気基礎実験Ⅰ 2 ◎ 4 ※情報システム系受講科目

電気基礎実験Ⅱ 2 ◎ 4 ※情報システム系受講科目

電気磁気学Ⅰ 2 ◎ 2

電気磁気学Ⅱ 2 2

電気電子計測 2 2 ※情報システム系受講科目

電力工学 2 2

過渡解析Ⅰ 2 ◎ 2

過渡解析Ⅱ 2 ◎ 2

高電圧工学 2 2

実践電気工学Ⅳ 2 2

電気機器 2 ◎ 2

電気設計製図 2 4

電気電子工学実験Ⅰ 2 ◎ 4

電気電子工学実験Ⅱ 2 ◎ 4

電気電子材料 2 2 ※情報システム系受講科目

電力伝送システムⅠ 2 ◎ 2

電力伝送システムⅡ 2 2

パワーエレクトロニクス 2 2 ※情報システム系受講科目

電気応用実験 2 2

電気法規及び施設管理 2 2

電力発生工学 2 2

情報技術Ⅰ 2 2

情報処理応用 2 ◎ 2 ※電気工学系受講科目

情報数学 2 ◎ 2

電子計算機概論 2 ◎ 2 ※電気工学系受講科目

基礎プログラミングⅡ 2 ◎ 2 ※電気工学系受講科目

コミュニケーション技術 2 ◎ 2

情報技術Ⅱ 2 2

情報技術Ⅲ 2 2

集積回路 2 ◎ 2 ※電気工学系受講科目

制御システム工学 2 2 ※DE学科で開講科目

電子回路 2 ◎ 2 ※電気工学系受講科目

プログラミング 2 2

応用プログラミング 2 2

画像処理 2 2

コンピュータ工学 2 ◎ 2

コンピュータネットワーク 2 ◎ 2

システムソフトウェア 2 ◎ 2

情報技術Ⅳ 2 2

情報構造 2 2

情報実験Ⅰ 2 ◎ 4

情報実験Ⅱ 2 ◎ 4

情報通信システムⅠ 2 2 ※電気工学系受講科目

情報通信システムⅡ 2 2 ※電気工学系受講科目

ソフトウェア工学 2 2

データベース 2 2

電子機器システム 2 2 ※電気工学系受講科目

電子デバイス 2 2 ※電気工学系受講科目

マルチメディア工学 2 2

論理設計 2 ◎ 2

専
門
教
育
科
目

（
電
気
電
子
工
学
系

）

専
門
教
育
科
目

（
情
報
シ
ス
テ
ム
系

）
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電子応用 2 2 ※電気工学系受講科目

環境建設創造工学 2 ◎ 2

ＣＧデザイン 2 ◎ 2

ＣＧデザイン演習 2 ◎ 2

ＧＩＳ 2 ◎ 2

建設ＣＡＤ 2 ◎ 2

測量学 2 ◎ 2

測量学演習 2 ◎ 2

測量学実習Ⅰ 2 ◎ 4

測量学実習Ⅱ 2 ◎ 4

建設材料学 2 ◎ 2

構造工学 2 ◎ 2

構造工学演習 2 ◎ 2

地盤工学 2 ◎ 2

地盤工学演習 2 ◎ 2

コンクリート構造工学 2 ◎ 2

防災工学 2 2

水理学 2 ◎ 2

水理学演習 2 ◎ 2

交通計画学 2 ◎ 2

橋梁工学 2 2

道路工学 2 ◎ 2

ネットワークプランニング 2 ◎ 2

河川工学 2 ◎ 2

水処理工学 2 2

品質管理学 2 ◎ 2

環境計量学 2 ◎ 2

建設施工学 2 ◎ 2

海岸･港湾工学 2 2

廃棄物処理工学 2 2

都市計画 2 2

環境・建設法規 2 2

環境・建設工学実験Ⅰ 2 ◎ 4 4

環境・建設工学実験Ⅱ 2 ◎ 4 4

基礎演習Ⅰ 1 ◎ 2

基礎演習Ⅱ 1 ◎ 2

環境建設設計 1 ◎ 4

環境建設ゼミナール 1 ◎ 2

３ＤＣＡＤ入門Ⅰ 2 ◎ 2

３ＤＣＡＤ入門Ⅱ 2 ◎ 2

３ＤＣＡＤ入門Ⅲ 2 ◎ 2

３ＤＣＡＤ応用Ⅰ 2 ◎ 2

３ＤＣＡＤ応用Ⅱ 2 ◎ 2

読図 2 ◎ 2

テクニカルライティング 2 ◎ 2

デジタルエンジニアリングⅠ 2 ◎ 2

デジタルエンジニアリングⅡ 2 ◎ 2

機械製図Ⅰ 2 ◎ 4

機械製図Ⅱ 2 ◎ 2

設計工学 2 ◎ 2

ものづくり演習Ⅰ 2 ◎ 4

ものづくり演習Ⅱ 2 ◎ 4

計測工学 2 2

ハードウエア・ソフトウエア 2 2

組込みシステム 2 2

機械系力学 2 2

加工学概論 2 ◎ 2

電気電子回路 2 ◎ 2

カーエレクトロニクス 2 2

材料力学 2 ◎ 2

制御システム工学 2 ◎ 2

専
門
教
育
科
目

（
環
境
建
設
系

）

 
専
門
教
育
科
目

（
デ
ジ
タ
ル
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
系

）
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メカトロニクス 2 2

成形加工論 2 2

材料工学 2 2

センシング工学 2 2

３ＤＣＡＤ実践活用法 2 2

ものづくりワークショップⅠ 2 ◎ 4

ものづくりワークショップⅡ 2 ◎ 4

業界動向 2 2

３ＤＣＡＤ実践Ⅰ 2 ◯ 2

３ＤＣＡＤ実践Ⅱ 2 ◯ 2

機構シミュレーション 2 2

流体シミュレーション 2 2

自動車工学 2 ◯ 2

ディジタル制御 2 ◯ 2

次世代自動車工学 2 2

ロボット制御工学 2 2

ゼミナール 1 ◎ 1

企業実習

卒業研究Ⅰ 3 ◎ 3

卒業研究Ⅱ 3 ◎ 3

専
門
教
育
科
目
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デザイン学部

(1) 総合共通科目（デザイン学部）

総合人間科学 2 ◎ 2

総合社会科学 2 ◎ 2

歴史学 2 2

情報メディア論 2 2

日本国憲法 2 2

健康科学 2 2

人間関係論 2 2

体育Ⅰ 1 2

体育Ⅱ 1 2

日本文化と社会 2 (◎) 2 ※留学生対象科目

日本事情とビジネス 2 (◎) 2 ※留学生対象科目

英語ⅠＡ 2 ◯ 2

英語ⅠＢ 2 ◯ 2

英語ⅡＡ 2 2

英語ⅡＢ 2 2

総合英語Ⅲ 2 2

英会話Ａ 2 2

英会話Ｂ 2 2

中国語Ⅰ 2 2

中国語Ⅱ 2 2

韓国語Ⅰ 2 2

韓国語Ⅱ 2 2

日本語Ⅰ 2 (◎) 2 ※留学生対象科目

日本語Ⅱ 2 (◎) 2 ※留学生対象科目

日本語演習Ⅰ 1 (◎) 2 ※留学生対象科目

日本語演習Ⅱ 1 (◎) 2 ※留学生対象科目

キャリアガイダンスⅠ 1 ◎ 2

キャリアガイダンスⅡ 1 ◎ 2

キャリアガイダンスⅢ 1 ◎ 2

キャリアガイダンスⅣ 1 ◎ 2

キャリアガイダンスⅤ 1 2

(2) 基礎専門科目（デザイン学部）

色彩構成 2 2

情報リテラシー 2 2

現代科学入門 2 2

美術・デザイン史 2 2

数学入門 2 2

社会倫理学 2 2

人間工学Ⅰ 2 2

生活学 2 2

メディア文化論 2 2

映像メディア論 2 2

ユニバーサルデザイン 2 2

インテリアデザイン 2 2

景観デザイン 2 2

空間デザイン 2 2

ＴＯＥＩＣⅠ 2 2

ＴＯＥＩＣⅡ 2 2

(3) 専門教育科目（建築学科）

造形演習 ◎ 4

建築製図 ◎ 4

備　考
１年 ２年 ３年 ４年

区
分

授　業　科　目
単
位
数

種
別

授業時数

区
分

授　業　科　目
単
位
数

種
別

授業時数
備　考

１年 ２年 ３年 ４年

総
合
教
育
群

備　考
１年 ２年 ３年 ４年

人
間
・
社
会
科
学
群

区
分

授　業　科　目
単
位
数

種
別

授業時数

語
　
学
　
群

基
礎
教
育
科
目
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建築学概説 ◎ 2

建築材料概説 　 2

建築デザイン基礎 ◎ 4

建築構法デザイン 　 2

住宅デザイン 　 2

建築設計Ⅰ ◎ 4

建築力学Ⅰ ◎ 2

建築史Ⅰ 　 2

建築環境工学Ⅰ ◎ 2

２Ｄ・ＣＡＤ 2

建築設計Ⅱ ◎ 4

都市地域計画 2

建築施工Ⅰ 2

建築力学Ⅱ ◎ 2

建築設計Ⅲ ◎ 4

建築計画Ⅰ ◎ 2

建築設備Ⅰ 　 2

鉄筋コンクリート構造Ⅰ 　 2

鉄骨構造Ⅰ 　 2

建築総合演習 ◎ 2

建築史Ⅱ 2

建築環境工学Ⅱ 2

建築計画Ⅱ 2

建築法規 2

建築設備Ⅱ 2

建築測量学演習 4

建築力学Ⅰ演習 2

建築力学Ⅱ演習 2

建築施工Ⅱ 2

建築力学Ⅲ 2

建築力学Ⅳ 2

建築実験 4

鉄筋コンクリート構造Ⅱ 2

鉄骨構造Ⅱ 2

３Ｄ・ＣＡＤ 2

建築ゼミナール ◎ 2

卒業研究Ⅰ ◎

卒業研究Ⅱ ◎

建築デザイン ◯ 4

住居・インテリアデザイン ◯ 4

環境設備デザイン ◯ 4

建築構造デザイン ◯ 4

(4) 専門教育科目（情報デザイン学科）

情報デザイン概論 ◎ 2

デザイン心理学 2

インターネット 2

コンピュータ概論 2

ソフトウェア概論 2

ネットワークとセキュリティ 2

情報システム論 2

データベース論 2

応用力学概論 2

シミュレーション 2

プログラミング基礎 2

ＣＧ演習Ⅰ ◎ 2

ＣＡＤ演習Ⅰ 2

ＷｅｂデザインⅠ　 2

メディアと法 2

授業時数
備　考

１年 ２年 ３年 ４年

専
　
　
門
　
　
教
　
　
育
　
　
科
　
　
目

区
分

授　業　科　目
単
位
数

種
別

専
　
門
　
教
　
育
　
科
　
目
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マーケティング論 2

広告論 2

生活と法律 2

経営学概論 2

北九州学 2

プレゼンテーションⅠ 2

プレゼンテーションⅡ 2

社会福祉論 2

ベンチャービジネス 2

アジアビジネス事情 2

環境ビジネス 2

ゼミナール ◎ 2

地域企業研究 2

基礎造形Ⅰ ◎ 2

基礎造形Ⅱ ◎ 4

造形演習Ⅰ 4

造形演習Ⅱ 4

ドローイング 4

図学 ◎ 2

ＣＡＤ演習Ⅱ 2

ＣＡＤ演習Ⅲ 2

グラフィックデザイン ◎ 2

ＤＴＰ 2

ＷｅｂデザインⅡ　 2

写真・映像基礎 ◎ 2

ＣＧ演習Ⅱ 2

ＣＧ演習Ⅲ 2

映像編集 2

映像デザインⅠ 2

映像デザインⅡ 2

プログラミング演習 2

ゲームデザインⅠ 2

ゲームデザインⅡ 2

人間工学Ⅱ 2

感性工学 2

空間構成 2

空間構成演習 2

ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄﾃﾞｻﾞｲﾝ基礎 2

ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄﾃﾞｻﾞｲﾝ基礎演習 4

プロダクトデザインⅠ 2

プロダクトデザインⅡ 2

メディアデザイン演習Ⅰ ◎ 4

メディアデザイン演習Ⅱ ◎ 4

プロダクトデザイン演習Ⅰ ◯ 4

プロダクトデザイン演習Ⅱ ◯ 4

環境デザイン演習Ⅰ 4

環境デザイン演習Ⅱ 4

簿記・会計 I 2

簿記・会計 II 2

ビジネスマナー I 2

ビジネスマナー II 2

ビジネス実務 2

現代新聞論Ⅰ 2

現代新聞論Ⅱ 2

カラーコーディネート 4

生活と金融 2

経営組織 2

観光産業論 2

コミュニケーション技法 2

Webコミュニケーション 2

ＩＴ演習Ⅰ 4

専
　
　
門
　
　
教
　
　
育
　
　
科
　
　
目
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ＩＴ演習Ⅱ 4

インターンシップ論 2

マネジメントデザイン演習Ⅰ ◎ 4

マネジメントデザイン演習Ⅱ ◎ 4

消費者行動論 2

国際関係論 2

日本文化論Ⅰ 2

ビジネス英語Ⅰ 2

企業経営論 2

日本経済論 2

日本文化論Ⅱ 2

ビジネス英語Ⅱ 2

商法 2

経営戦略論 2

マーケティング情報システム 2

ファイナンス 2

貿易論Ⅰ 2

商品学 2

インベストメント 2

貿易論Ⅱ 2

プロジェクトⅠ ◎ 4

プロジェクトⅡ ◎ 4

卒業研究・デザインⅠ ◎ 3

卒業研究・デザインⅡ ◎ 3

環境会計学 2

環境デザイン演習Ⅰ 4

環境デザイン演習Ⅱ 4

【凡例】　◎必修　◯選択必修

専
　
門
　
教
　
育
　
科
　
目
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別表２ 

入 学 検 定 料 ・ 学 費 

 

① 入学検定料   30,000円 

② 学   費 

学費種別 

入学年度 
入 学 金 授 業 料 教育充実費 合   計 

１年次 200,000円 840,000円 330,000円 1,370,000円 

２年次  840,000円 330,000円 1,170,000円 

３年次  840,000円 330,000円 1,170,000円 

４年次  840,000円 330,000円 1,170,000円 

備 考 

１ 大学入試センター試験を利用し、本学の入学試験を受ける場合の入学検定料は、

①の入学検定料の２分の１の額とする。 

２ 本学の学費はスライド制を適用しているので、経済動向等を勘案し必要に応じて

改定を行うものとする。 

３ 修業年限を超えて在籍した場合は、当該年度４年次の納入金を徴収する。 
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